
  世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例施行規則の一部を改正する規則 

 世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例施行規則（平成１９年４月世田谷区規則第

５５号）の一部を次のように改正する。 

 第１１条第６項第２号、第３号及び第５号中「不特定若しくは」を「不特定かつ」

に改め、同条第７項中「及び別表第２」を「並びに別表第３及び別表第４」に、「若

しくは」を「かつ」に改め、同条第８項中「別表第２」の次に「及び別表第３」を加

え、「「不特定若しくは」を「別表第３中「不特定かつ」に改め、同条第９項中「別

表第２」の次に「及び別表第３」を、「別表第１２の１の項第１号」の次に「及び別 

表第１３の１の項第１号」を、「、別表第１２」の次に「及び別表第１３」を加える。 

 別表第２の８の項を次のように改める。 

 



８ 便所  ⑴ 不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所は次に掲げるものとする

こと。  

ア 出入口及び床面に段差を設けないこと。  

イ 床面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。  

⑵ 不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所の数及び配置は、次に掲

げるものとすること。  

ア 次に掲げる建築物における不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する

便所の数は、これらの者が利用する階（イに掲げる階を除く。）の階数に相当する数以上設けること。  

(ｱ ) 病院又は診療所（患者の収容施設を有するものに限る。）  

 (ｲ ) 診療所（患者の収容施設を有しないものに限る。）のうち床面積の合計が２００平方メートル以上のも

の  

 (ｳ ) 助産所、施術所又は薬局（医薬品の販売業を併せて行うものを除く。）のうち床面積の合計が２００平

方メートル以上のもの  

 (ｴ ) 保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が利用する官公署  

 (ｵ ) 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類する施設  

 (ｶ ) 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類する施設  

 (ｷ ) 学校その他これらに類する施設  

 (ｸ ) 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待合の用に供するも

の  

 (ｹ ) 自動車の駐車のための施設又は自動車の停留のための施設（一般公共の用に供されるものに限る。）の

うち床面積の合計が５００平方メートル以上のもの  

 (ｺ ) 自動車修理工場又は自動車洗車場のうち床面積の合計が２００平方メートル以上のもの  

 (ｻ ) 自動車教習所のうち床面積の合計が１，０００平方メートル以上のもの  

 (ｼ ) 給油取扱所のうち床面積の合計が２００平方メートル以上のもの  

 (ｽ ) 公衆便所  

 (ｾ ) 区民会館、区民センター又は区立地区会館  

 (ｿ ) 公会堂及び集会場・冠婚葬祭施設（１の集会室の床面積が２００平方メートルを超えるものに限る。）

その他これらに類する施設  

 (ﾀ ) 集会場・冠婚葬祭施設（すべての集会室の床面積が２００平方メートル以下のものに限る。）のうち床

面積の合計が１，０００平方メートル以上のもの  



 (ﾁ ) 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗のうち床面積の合計が２００平方メートル以上のも

の  

 (ﾂ ) 卸売市場のうち床面積の合計が２，０００平方メートル以上のもの  

 (ﾃ ) 飲食店のうち床面積の合計が２００平方メートル以上のもの  

 (ﾄ ) 郵便局又は理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営

む店舗のうち床面積の合計が２００平方メートル以上のもの  

 (ﾅ ) 一般ガス事業、一般電気事業又は電気通信事業の用に供する営業所、学習塾、華道教室、囲碁教室その

他これらに類するもののうち床面積の合計が２００平方メートル以上のもの  

 (ﾆ ) ホテル、旅館その他これらに類する施設のうち床面積の合計が１，０００平方メートル以上のもの  

 (ﾇ ) 劇場、観覧場、映画館、演芸場その他これらに類する施設のうち床面積の合計が１，０００平方メート

ル以上のもの  

 (ﾈ ) 博物館、美術館、図書館その他これらに類する施設  

 (ﾉ ) 展示場又はこれに類する施設のうち床面積の合計が１，０００平方メートル以上のもの  

 (ﾊ ) 体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する施設のうち床面積の合計が１，０００平方メート

ル以上のもの  

 (ﾋ ) キャバレー、料理店、ナイトクラブ又はダンスホールその他これらに類する施設のうち床面積の合計が

１，０００平方メートル以上のもの  

 (ﾌ ) 公衆浴場又はこれに類する施設のうち床面積の合計が１，０００平方メートル以上のもの  

 (ﾍ ) 事務所（他の施設に附属するものを除く。）のうち床面積の合計が２，０００平方メートル以上のもの  

 (ﾎ ) 工場（自動車修理工場を除く。）又はこれに類する施設のうち床面積の合計が２，０００平方メートル

以上のもの  

 (ﾏ ) 公共用歩廊のうち床面積の合計が２，０００平方メートル以上のもの  

 (ﾐ ) 地下街又はこれに類する施設のうち床面積の合計が２，０００平方メートル以上のもの  

 (ﾑ ) 複合施設のうち床面積の合計が２，０００平方メートル以上のもの  

イ 不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する階として除くものは、次に

掲げるものとすること。  

 (ｱ ) 直接地上へ通ずる出入口のある階であって、不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障害者等が利用する便所を１以上設ける施設が同一敷地内の当該出入口に近接する位置にあるもの  

 (ｲ ) 不特定若しくは多数の者又は高齢者、障害者等が利用する部分の床面積が著しく小さい階、不特定若し

くは多数の者又は高齢者、障害者等の滞在時間が短い階その他の建築物の管理運営上不特定若しくは多数



の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所を設けないことがやむを得ないと認められ

る階  

ウ 不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所の配置基準は、特定の

階に偏ることなく設けることその他の不特定若しくは多数の者又は高齢者、障害者等が利用する上で支障が

ない位置に設けること。  

⑶ 不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所には、次に掲げる車椅子

使用者用便房（男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）を設ける

こと。  

ア 前号の規定により同号に規定する便所を設ける階（以下この項において「便所設置階」という。）におい

ては、当該便所のうち１以上（次に掲げる (ｱ )の場合にあっては、 (ｱ )に定める数以上）に、車椅子使用者用便

房を１以上設けること。ただし、車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支障がないものとして

次に掲げる (ｲ )の場合は、この限りでない。  

 (ｱ ) 当該階の床面積が１０，０００平方メートルを超える場合にあっては、当該床面積の区分に応じ、次の

Ａ又はＢに定める数。ただし、当該数が便所設置階に設ける前号に規定する便所（車椅子使用者用便房の

みを設けるものを除く。）の数を超える場合にあっては、当該便所の数とすること。  

Ａ 便所設置階の床面積が１０，０００平方メートルを超え、４０，０００平方メートル以下の場合  ２  

Ｂ 便所設置階の床面積が４０，０００平方メートルを超える場合  当該床面積に相当する数に２０，０

００分の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数）  

 (ｲ ) 車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支障がないものは、次のいずれかに該当するものと

すること。  

Ａ 便所設置階が直接地上へ通ずる出入口のある階であり、かつ、車椅子使用者用便房を１以上（当該車

椅子使用者用便房に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれ１以上）設ける施設が

同一敷地内の当該出入口に近接する位置にある場合  

Ｂ 便所設置階の前号に規定する便所に設けるべき車椅子使用者用便房の全部又は一部を、当該便所設置

階以外の便所設置階の同号に規定する便所に設ける場合  

Ｃ 次のａ又はｂに掲げる便所設置階の区分に応じ、当該ａ又はｂに定める場合  

 ａ 男子用の前号に規定する便所のみを設ける便所設置階  同号に規定する便所のうち１以上（当該便

所設置階の床面積が１０，０００平方メートルを超える場合にあっては、 (ｱ )に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、男子用の車椅子使用者用便房を１以上設ける場合  

ｂ 女子用の前号に規定する便所のみを設ける便所設置階  同号に規定する便所のうち１以上（当該便



所設置階の床面積が１０，０００平方メートルを超える場合にあっては、 (ｱ )に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、女子用の車椅子使用者用便房を１以上設ける場合  

Ｄ 床面積が１，０００平方メートル未満の便所設置階を有する建築物に、床面積が１，０００平方メー  

トル未満の階の床面積の合計に１，０００分の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた数）（１，０００平方メートル未満の便所設置階（車椅子使用者用便房のみを設

ける前号に規定する便所のみを設けるものを除く。）の階数に相当する数を超える場合にあっては、当

該階数に相当する数）にア本文の規定により床面積が１，０００平方メートル以上の便所設置階に設け

るべき車椅子使用者用便房の数を加えた数（ (ｲ )Ａに規定する施設が (ｲ )Ａに規定する位置にある場合にあ

っては、当該数から当該施設に設ける車椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用便房に男子用及び女子

用の区別を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）の数を差し引いた数）以上の車椅

子使用者用便房（当該車椅子使用者用便房（男子用の前号に規定する便所及び女子用の同号に規定する

便所を設ける階に設けるものに限る。）に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれ

の車椅子使用者用便房）を設ける場合  

イ 前号に定めるもののほか、不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する

便所を設ける場合には、当該便所のうち１以上は、車椅子使用者用便房を１以上設けること。  

ウ 車椅子使用者用便房は、次に掲げる構造のものとすること。  

 (ｱ ) 腰掛便座、手すり等が適切に配置されていること。  

 (ｲ ) 車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十分な空間が確保されていること。  

 (ｳ ) 車椅子使用者用便房以外の便房に近接し、分かりやすく利用しやすい位置に設けること。  

 (ｴ ) 車椅子使用者用便房及び便所の出入口には、当該車椅子使用者用便房の設備及び機能を表示すること。  

⑷ 不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所を設ける場合には、当該  

便所のうち１以上（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ１以上）は、次に掲げるものとすること。

ア 便所内に、高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有するオストメイト対応汚物流し等の水洗器具

を設けた便房を１以上設け、当該便房及び便所の出入口には、その旨の表示を行うこと。  

イ 便所内に、ベビーチェアその他の乳幼児を座らせることができる設備を設けた便房を１以上設け、当該便

房及び便所の出入口には、その旨の表示を行うこと。  

ウ 便所内に、ベビーベッドその他の乳幼児のおむつ交換をすることができる設備を設け、当該便所の出入口

には、その旨の表示を行うこと（他におむつ交換をすることができる場所を設ける場合を除く。）。  

エ 便所内に車椅子使用者用便房以外の便房を設ける場合には、そのうち１以上は、次に掲げる構造の便所と

すること。  



 (ｱ ) 大便器は、１以上を腰掛式の大便器とすること。  

 (ｲ ) (ｱ )の規定により設けられた大便器のある便房の１以上に、手すりを設けること。  

オ 便所内に男子用小便器を設ける場合には、そのうち１以上は、次に掲げる構造の便所とすること。  

 (ｱ ) 小便器は、１以上を床置式の小便器、壁掛式の小便器（受け口の高さが３５センチメートル以下のもの

に限る。）その他これらに類する小便器とすること。  

 (ｲ ) (ｱ )の規定により設けられた小便器の１以上の付近に、手すりを設けること。  

⑸ 第３号ウ (ｴ )及び前号アからウまでの表示は、高齢者、障害者等の見やすい位置に設け、内容が容易に識別す

ることができるものとすること（当該内容が日本産業規格Ｚ８２１０に定められているときは、これに適合す

ること。）。  



別表第２の１８の項を次のように改める。 



１８ 観覧席及び客席  不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する観覧席又は客席を設ける場合に

は、次に掲げるものとすること。 

⑴ 車椅子使用者用部分の数は、次に掲げるものとすること。  

ア 当該観覧席又は客席の各階には、次に掲げる区分に応じ、当該区分に定める数以上の車椅子使用者用部

分を設けること。 

 (ｱ ) 当該階に設ける座席の数が２６６以下の場合 ２ 

 (ｲ ) 当該階に設ける座席の数が２６６を超える場合 当該座席の数に４００分の３を乗じて得た数（その

数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数）   

イ 当該観覧席又は客席には、次に掲げる区分に応じ、当該区分に定める数以上の車椅子使用者用部分を設

けること。 

 (ｱ ) 当該観覧席又は客席に設ける座席の数が１００以下の場合 ２ 

 (ｲ ) 当該観覧席又は客席に設ける座席の数が１００を超え、２００以下の場合 当該座席の数に５０分の

１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数）  

 (ｳ ) 当該観覧席又は客席に設ける座席の数が２００を超える場合  当該座席の数に１００分の１を乗じて

得た数（その数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数）に２を加えた数  

⑵ 車椅子使用者用部分の基準は、次に掲げるものとすること。  

ア 幅は、９０センチメートル以上とすること。 

イ 奥行きは、１３５センチメートル以上とすること。  

ウ 床は、平らとすること。 

エ 車椅子使用者のサイトライン（可視線）に配慮した位置に設けること。  

オ 各車椅子使用者用部分に対して、それぞれ１以上の同伴者用の座席又はスペースを、当該車椅子使用者

用部分の横に隣接して設けること。 

カ ２以上の車椅子使用者用部分を横に隣接して設けること。この場合において、車椅子使用者用部分の間

に設けられるものがオの同伴者用の座席又はスペースのみであるときは、当該車椅子使用者用部分は、隣

接しているものとみなす。 

⑶ 車椅子使用者用部分の位置は、次に掲げるものとすること。  

 ア 当該階に設ける座席の数が４００を超える場合  車椅子使用者用部分の間（前号オ及びカの規定により

隣接させた車椅子使用者用部分の間を除く。）のうち１以上に縦通路が存するよう分散すること。  

 イ 当該階に設ける座席の数が１，０００を超える場合  アに定めるところによるほか、車椅子使用者用部

分の間のうち１以上に横通路が存するよう分散すること。この場合において、同一の横通路に接して複数



の車椅子使用者用部分を設けたものにあっては、分散していないものとみなす。  

⑷ 集団補聴設備等の高齢者、障害者等の円滑な利用のための附属設備又は装置を設置すること。  

 



別表第２の２０の項中「こと。」の次に「なお、表示は、高齢者、障害者等の見や

すい位置に設け、内容が容易に識別することができるものとすること（当該内容が日

本産業規格Ｚ８２１０に定められているときは、これに適合すること。）。」を加え

る。 

別表第３の８の項を次のように改める。 



８ 便所  ⑴ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所（以下この項において「不特

定多数利用便所」という。）は、次に掲げるものとすること。  

ア 出入口及び床面に段差を設けないこと。  

イ 床面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。  

⑵ 不特定多数利用便所の数及び配置は、次に掲げるものとすること。  

ア 次に掲げる建築物における不特定多数利用便所の数は、これらの者が利用する階（イに掲げる階を除く。）

の階数に相当する数以上設けること。  

 (ｱ ) 病院又は診療所（患者の収容施設を有するものに限る。）  

 (ｲ ) 診療所（患者の収容施設を有しないものに限る。）のうち床面積の合計が２００平方メートル以上のも

の  

 (ｳ ) 助産所、施術所又は薬局（医薬品の販売業を併せて行うものを除く。）のうち床面積の合計が２００平

方メートル以上のもの  

 (ｴ ) 保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が利用する官公署  

 (ｵ ) 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類する施設  

 (ｶ ) 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類する施設  

 (ｷ ) 学校その他これらに類する施設  

 (ｸ ) 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待合の用に供するも

の  

 (ｹ ) 自動車の駐車のための施設又は自動車の停留のための施設（一般公共の用に供されるものに限る。）の

うち床面積の合計が５００平方メートル以上のもの  

 (ｺ ) 自動車修理工場又は自動車洗車場のうち床面積の合計が２００平方メートル以上のもの  

 (ｻ ) 自動車教習所のうち床面積の合計が１，０００平方メートル以上のもの  

 (ｼ ) 給油取扱所のうち床面積の合計が２００平方メートル以上のもの  

 (ｽ ) 公衆便所  

 (ｾ ) 区民会館、区民センター又は区立地区会館  

 (ｿ ) 公会堂及び集会場・冠婚葬祭施設（１の集会室の床面積が２００平方メートルを超えるものに限る。）

その他これらに類する施設  

 (ﾀ ) 集会場・冠婚葬祭施設（すべての集会室の床面積が２００平方メートル以下のものに限る。）のうち床

面積の合計が１，０００平方メートル以上のもの  

 (ﾁ ) 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗のうち床面積の合計が２００平方メートル以上のも



の  

 (ﾂ ) 卸売市場のうち床面積の合計が２，０００平方メートル以上のもの  

 (ﾃ ) 飲食店のうち床面積の合計が２００平方メートル以上のもの  

 (ﾄ ) 郵便局又は理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営

む店舗のうち床面積の合計が２００平方メートル以上のもの  

 (ﾅ ) 一般ガス事業、一般電気事業又は電気通信事業の用に供する営業所、学習塾、華道教室、囲碁教室その

他これらに類するもののうち床面積の合計が２００平方メートル以上のもの  

 (ﾆ ) ホテル、旅館その他これらに類する施設のうち床面積の合計が１，０００平方メートル以上のもの  

 (ﾇ ) 劇場、観覧場、映画館、演芸場その他これらに類する施設のうち床面積の合計が１，０００平方メート

ル以上のもの  

 (ﾈ ) 博物館、美術館、図書館その他これらに類する施設  

 (ﾉ ) 展示場又はこれに類する施設のうち床面積の合計が１，０００平方メートル以上のもの  

 (ﾊ ) 体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する施設のうち床面積の合計が１，０００平方メート

ル以上のもの  

 (ﾋ ) キャバレー、料理店、ナイトクラブ又はダンスホールその他これらに類する施設のうち床面積の合計が

１，０００平方メートル以上のもの  

 (ﾌ ) 公衆浴場又はこれに類する施設のうち床面積の合計が１，０００平方メートル以上のもの  

 (ﾍ ) 事務所（他の施設に附属するものを除く。）のうち床面積の合計が２，０００平方メートル以上のもの  

 (ﾎ ) 工場（自動車修理工場を除く。）又はこれに類する施設のうち床面積の合計が２，０００平方メートル

以上のもの  

 (ﾏ ) 公共用歩廊のうち床面積の合計が２，０００平方メートル以上のもの  

 (ﾐ ) 地下街又はこれに類する施設のうち床面積の合計が２，０００平方メートル以上のもの  

 (ﾑ ) 複合施設のうち床面積の合計が２，０００平方メートル以上のもの  

イ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する階として除くものは、次に掲げ

るものとすること。  

 (ｱ ) 直接地上へ通ずる出入口のある階であって、不特定多数利用便所を１以上設ける施設が同一敷地内の当

該出入口に近接する位置にあるもの  

 (ｲ ) 不特定かつ多数の者又は高齢者、障害者等（別表第１の１の部及び２の部の公共的施設のうち高齢者、

障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第２条第１９号に定める特別特定建築物（高齢者、障害者

等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令第５条第１号に定める公立小学校等を除く。）その他これ



らに類する施設でない施設にあっては多数の者）（以下この項において「不特定多数の者等」という。）

が利用する部分の床面積が著しく小さい階、不特定多数の者等の滞在時間が短い階その他の建築物の管理

運営上不特定多数利用便所を設けないことがやむを得ないと認められる階  

ウ 不特定多数利用便所の配置基準は、特定の階に偏ることなく設けることその他の不特定多数の者等が利用

する上で支障がない位置に設けること。  

⑶ 不特定多数利用便所には、次に掲げる車椅子使用者用便房（男子用及び女子用の区別を設ける場合にあって

は、それぞれの車椅子使用者用便房）を設けること。  

ア 前号の規定により不特定多数利用便所を設ける階（以下この項において「便所設置階」という。）におい

ては、当該便所のうち１以上（次に掲げる (ｱ )の場合にあっては、 (ｱ )に定める数以上）に、車椅子使用者用便

房を１以上設けること。ただし、車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支障がないものとして

次に掲げる (ｲ )の場合は、この限りでない。  

 (ｱ ) 当該階の床面積が１０，０００平方メートルを超える場合にあっては、当該床面積の区分に応じ、次の

Ａ又はＢに定める数。ただし、当該数が便所設置階に設ける不特定多数利用便所（車椅子使用者用便房の

みを設けるものを除く。）の数を超える場合にあっては、当該不特定多数利用便所の数とすること。  

Ａ 便所設置階の床面積が１０，０００平方メートルを超え、４０，０００平方メートル以下の場合  ２  

Ｂ 便所設置階の床面積が４０，０００平方メートルを超える場合  当該床面積に相当する数に２０，０

００分の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数）   

 (ｲ ) 車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支障がないものは、次のいずれかに該当するものと

すること。  

Ａ 便所設置階が直接地上へ通ずる出入口のある階であり、かつ、車椅子使用者用便房を１以上（当該車

椅子使用者用便房に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれ１以上）設ける施設が

同一敷地内の当該出入口に近接する位置にある場合  

Ｂ 便所設置階の不特定多数利用便所に設けるべき車椅子使用者用便房の全部又は一部を、当該便所設置

階以外の便所設置階の不特定多数利用便所に設ける場合  

Ｃ 次のａ又はｂに掲げる便所設置階の区分に応じ、当該ａ又はｂに定める場合  

ａ 男子用の不特定多数利用便所のみを設ける便所設置階  当該不特定多数利用便所のうち１以上（当

該便所設置階の床面積が１０，０００平方メートルを超える場合にあっては、 (ｱ )に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、男子用の車椅子使用者用便房を１以上設ける場合  

ｂ 女子用の不特定多数利用便所のみを設ける便所設置階  当該不特定多数利用便所のうち１以上（当

該便所設置階の床面積が１０，０００平方メートルを超える場合にあっては、 (ｱ )に掲げる場合の区分



に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、女子用の車椅子使用者用便房を１以上設ける場合  

Ｄ 床面積が１，０００平方メートル未満の便所設置階を有する建築物に、床面積が１，０００平方メー  

トル未満の階の床面積の合計に１，０００分の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた数）（１，０００平方メートル未満の便所設置階（車椅子使用者用便房のみを設

ける不特定多数利用便所のみを設けるものを除く。）の階数に相当する数を超える場合にあっては、当

該階数に相当する数）にア本文の規定により床面積が１，０００平方メートル以上の便所設置階に設け

るべき車椅子使用者用便房の数を加えた数（ (ｲ )Ａに規定する施設が (ｲ )Ａに規定する位置にある場合にあ

っては、当該数から当該施設に設ける車椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用便房に男子用及び女子

用の区別を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）の数を差し引いた数）以上の車椅

子使用者用便房（当該車椅子使用者用便房（男子用の不特定多数利用便所及び女子用の不特定多数利用

便所を設ける階に設けるものに限る。）に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれ

の車椅子使用者用便房）を設ける場合  

イ 前号に定めるもののほか、不特定多数利用便所を設ける場合には、当該便所のうち１以上は、車椅子使用

者用便房を１以上設けること。  

ウ 車椅子使用者用便房は、次に掲げる構造のものとすること。  

 (ｱ ) 腰掛便座、手すり等が適切に配置されていること。  

 (ｲ ) 車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十分な空間が確保されていること。  

 (ｳ ) 車椅子使用者用便房及び便所の出入口には、当該車椅子使用者用便房の設備及び機能を表示すること。  

⑷ 不特定多数利用便所を設ける場合には、当該便所のうち１以上（男子用及び女子用の区別があるときは、そ

れぞれ１以上）は、次に掲げるものとすること。  

ア 便所内に、高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有するオストメイト対応汚物流し等の水洗器具

を設けた便房を１以上設け、当該便房及び便所の出入口には、その旨の表示を行うこと。  

イ 次に掲げる建築物で (ｱ )から (ｻ )までについては床面積の合計が２００平方メートル以上のもの、 (ｼ )から (ﾀ )ま

でについては床面積の合計が１，０００平方メートル以上のもの、 (ﾁ )については床面積の合計が２，０００

平方メートル以上のもの、 (ﾂ )については区長が別に定めるものの便所内に、ベビーチェアその他の乳幼児を

座らせることができる設備を設けた便房を１以上設け、当該便房及び便所の出入口には、その旨の表示を行

うこと。  

 (ｱ ) 病院、診療所、助産所、施術所その他これらに類する施設  

 (ｲ ) 保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が利用する官公署  

 (ｳ ) 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類する施設  



 (ｴ ) 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類する施設  

 (ｵ ) 学校  

 (ｶ ) 公会堂及び集会場・冠婚葬祭施設（１の集会室の床面積が２００平方メートルを超えるものに限る。）

その他これらに類する施設  

 (ｷ ) 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗  

 (ｸ ) 飲食店  

 (ｹ ) 郵便局又は理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営

む店舗  

 (ｺ ) 学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類するもの  

 (ｻ ) 博物館、美術館、図書館その他これらに類する施設  

 (ｼ ) ホテル、旅館その他これらに類する施設  

 (ｽ ) 劇場、観覧場、映画館、演芸場その他これらに類する施設  

 (ｾ ) 展示場又はこれに類する施設  

 (ｿ ) 体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する施設  

 (ﾀ ) 集会場・冠婚葬祭施設（すべての集会室の床面積が２００平方メートル以下のものに限る。）  

 (ﾁ ) 地下街又はこれに類する施設  

 (ﾂ ) 複合施設  

ウ イに掲げる建築物で (ｱ )から (ﾀ )までについては床面積の合計が１，０００平方メートル以上のもの、 (ﾁ)につ  

いては床面積の合計が２，０００平方メートル以上のもの、 (ﾂ )については区長が別に定めるものの便所内に、

ベビーベッドその他の乳幼児のおむつ交換をすることができる設備を設け、当該便所の出入口には、その旨

の表示を行うこと（他におむつ交換をすることができる場所を設ける場合を除く。）。  

エ 便所内に車椅子使用者用便房以外の便房を設ける場合には、そのうち１以上は、次に掲げる構造の便所と

すること。  

 (ｱ ) 大便器は、１以上を腰掛式の大便器とすること。  

 (ｲ ) (ｱ )の規定により設けられた大便器のある便房の１以上に、手すりを設けること。  

オ 便所内に男子用小便器を設ける場合には、そのうち１以上は、次に掲げる構造の便所とすること。  

 (ｱ ) 小便器は、１以上を床置式の小便器、壁掛式の小便器（受け口の高さが３５センチメートル以下のもの

に限る。）その他これらに類する小便器とすること。  

 (ｲ ) (ｱ )の規定により設けられた小便器の１以上の付近に、手すりを設けること。  

⑸ 第３号ウ (ｳ )及び前号アからウまでの表示は、高齢者、障害者等の見やすい位置に設け、内容が容易に識別す



ることができるものとすること（当該内容が日本産業規格Ｚ８２１０に定められているときは、これに適合す

ること。）。  



別表第３の１６の項を次のように改める。 



１６ 観覧席及び客席  不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する観覧席又は客席を設ける場合には、

次に掲げるものとすること。 

⑴ 車椅子使用者用部分の数は、次に掲げるものとすること。  

ア 当該観覧席又は客席の各階には、次に掲げる区分に応じ、当該区分に定める数以上の車椅子使用者用部

分を設けること。 

 (ｱ ) 当該階に設ける座席の数が２６６以下の場合 ２ 

 (ｲ ) 当該階に設ける座席の数が２６６を超える場合 当該座席の数に４００分の３を乗じて得た数（その

数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数）  

⑵ 車椅子使用者用部分の基準は、次に掲げるものとすること。  

ア 幅は、９０センチメートル以上とすること。 

イ 奥行きは、１３５センチメートル以上とすること。  

ウ 床は、平らとすること。 

エ 車椅子使用者のサイトライン（可視線）に配慮した位置に設けること。  

オ 各車椅子使用者用部分に対して、それぞれ１以上の同伴者用の座席又はスペースを、当該車椅子使用者

用部分の横に隣接して設けること。 

カ ２以上の車椅子使用者用部分を横に隣接して設けること。この場合において、車椅子使用者用部分の間

に設けられるものがオの同伴者用の座席又はスペースのみであるときは、当該車椅子使用者用部分は、隣

接しているものとみなす。 

⑶ 車椅子使用者用部分の位置は、次に掲げるものとする。  

ア 当該階に設ける座席の数が４００を超える場合  車椅子使用者用部分の間（前号オ及びカの規定により

隣接させた車椅子使用者用部分の間を除く。）のうち１以上に縦通路が存するよう分散すること。  

イ 当該階に設ける座席の数が１，０００を超える場合  アに定めるところによるほか、車椅子使用者用部

分の間のうち１以上に横通路が存するよう分散すること。この場合において、同一の横通路に接して複数

の車椅子使用者用部分を設けたものにあっては、分散していないものとみなす。  

⑷ 集団補聴設備等の高齢者、障害者等の円滑な利用のための附属設備又は装置を設置すること。  

 



別表第１２の８の項を次のように改める。 



８ 便所  ⑴ 多数の者が利用する便所は、次に掲げるものとすること。  

ア 出入口及び床面に段差を設けないこと。  

イ 床面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。  

⑵ 多数の者が利用する便所の数及び配置は、次に掲げるものとすること。  

ア 次に掲げる集合住宅において、多数の者が利用する便所の数は、多数の者が利用する階（イに掲げる階を

除く。）の階数に相当する数以上設けること。  

 (ｱ ) 共同住宅のうち床面積の合計が１，０００平方メートル以上のもの  

 (ｲ ) 長屋、寮又は宿舎のうち床面積の合計が２，０００平方メートル以上のもの  

イ アの多数の者が利用する階として除くものは、次に掲げるものとすること。  

  (ｱ ) 直接地上へ通ずる出入口のある階であって、多数の者が利用する便所を１以上設ける施設が同一敷地内

の当該出入口に近接する位置にあるもの  

 (ｲ ) 多数の者が利用する部分の床面積が著しく小さい階、多数の者の滞在時間が短い階その他の建築物の管

理運営上多数の者が利用する便所を設けないことがやむを得ないと認められる階  

ウ 多数の者が利用する便所の配置基準は、特定の階に偏ることなく設けることその他の多数の者が利用する

上で支障がない位置に設けること。  

⑶ 多数の者が利用する便所には、次に掲げる車椅子使用者用便房（男子用及び女子用の区別を設ける場合にあ

っては、それぞれの車椅子使用者用便房）を設けること。  

ア 前号の規定により多数の者が利用する便所を設ける階（以下この項において「便所設置階」という。）に

おいては、当該便所のうち１以上（次に掲げる (ｱ )の場合にあっては、 (ｱ )に定める数以上）に、車椅子使用者

用便房を１以上設けること。ただし、車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支障がないものと

して次に掲げる (ｲ )の場合は、この限りでない。  

 (ｱ ) 当該階の床面積が１０，０００平方メートルを超える場合にあっては、当該床面積の区分に応じ、次の

Ａ又はＢに定める数。ただし、当該数が便所設置階に設ける多数の者が利用する便所（車椅子使用者用便

房のみを設けるものを除く。）の数を超える場合にあっては、当該多数の者が利用する便所の数とするこ

と。  

Ａ 便所設置階の床面積が１０，０００平方メートルを超え、４０，０００平方メートル以下の場合  ２  

Ｂ 便所設置階の床面積が４０，０００平方メートルを超える場合  当該床面積に相当する数に２０，０

００分の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数）  

 (ｲ ) 車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支障がないものは、次のいずれかに該当するものと

すること。  



Ａ 便所設置階が直接地上へ通ずる出入口のある階であり、かつ、車椅子使用者用便房を１以上（当該車

椅子使用者用便房に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれ１以上）設ける施設が

同一敷地内の当該出入口に近接する位置にある場合  

Ｂ 便所設置階の多数の者が利用する便所に設けるべき車椅子使用者用便房の全部又は一部を、当該便所

設置階以外の便所設置階の多数の者が利用する便所に設ける場合  

Ｃ 次のａ又はｂに掲げる便所設置階の区分に応じ、当該ａ又はｂに定める場合  

ａ 男子用の多数の者が利用する便所のみを設ける便所設置階  当該多数の者が利用する便所のうち１

以上（当該便所設置階の床面積が１０，０００平方メートルを超える場合にあっては、 (ｱ )に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、男子用の車椅子使用者用便房を１以上設け

る場合  

ｂ 女子用の多数の者が利用する便所のみを設ける便所設置階  当該多数の者が利用する便所のうち１

以上（当該便所設置階の床面積が１０，０００平方メートルを超える場合にあっては、 (ｱ )に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、女子用の車椅子使用者用便房を１以上設け

る場合  

Ｄ 床面積が１，０００平方メートル未満の便所設置階を有する建築物に、床面積が１，０００平方メー  

トル未満の階の床面積の合計に１，０００分の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた数）（１，０００平方メートル未満の便所設置階（車椅子使用者用便房のみを設  

ける多数の者が利用する便所のみを設けるものを除く。）の階数に相当する数を超える場合にあっては、

当該階数に相当する数）にア本文の規定により床面積が１，０００平方メートル以上の便所設置階に設

けるべき車椅子使用者用便房の数を加えた数（ (ｲ )Ａに規定する施設が (ｲ )Ａに規定する位置にある場合に

あっては、当該数から当該施設に設ける車椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用便房に男子用及び女

子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）の数を差し引いた数）以上の車

椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用便房（男子用の多数の者が利用する便所及び女子用の多数の者  

が利用する便所を設ける階に設けるものに限る。）に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、

それぞれの車椅子使用者用便房）を設ける場合  

イ 前号に定めるもののほか、多数の者が利用する便所を設ける場合には、当該便所のうち１以上は、車椅子

使用者用便房を１以上設けること。  

ウ 車椅子使用者用便房は、次に掲げる構造のものとすること。  

 (ｱ ) 腰掛便座、手すり等が適切に配置されていること。  

 (ｲ ) 車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十分な空間が確保されていること。  



 (ｳ ) 車椅子使用者用便房以外の便房に近接し、分かりやすく利用しやすい位置に設けること。  

 (ｴ ) 車椅子使用者用便房及び便所の出入口には、当該車椅子使用者用便房の設備及び機能を表示すること。  

⑷ 多数の者が利用する便所を設ける場合には、当該便所のうち１以上（男子用及び女子用の区別があるときは、

それぞれ１以上）は、次に掲げるものとすること。  

ア 便所（床面積の合計が１，０００平方メートル以上の場合に限る。）内に、高齢者、障害者等の円滑な利

用に適した構造を有するオストメイト対応汚物流し等の水洗器具を設けた便房を１以上設け、当該便房及び

便所の出入口には、その旨の表示を行うこと。  

イ 便所内に、車椅子使用者用便房以外の便房を設ける場合には、そのうち１以上は、次に掲げる構造の便所

とすること。  

 (ｱ ) 大便器は、１以上を腰掛式の大便器とすること。  

 (ｲ ) (ｱ )の規定により設けられた大便器のある便房の１以上に、手すりを設けること。  

ウ 便所内に男子用小便器を設ける場合には、そのうち１以上は、次に掲げる構造の便所とすること。  

 (ｱ ) 小便器は、１以上を床置式の小便器、壁掛式の小便器（受け口の高さが３５センチメートル以下のもの

に限る。）その他これらに類する小便器とすること。  

 (ｲ ) (ｱ )の規定により設けられた小便器の１以上の付近に、手すりを設けること。  

⑸ 第３号ウ (ｴ )及び前号アの表示は、高齢者、障害者等の見やすい位置に設け、内容が容易に識別することがで  

きるものとすること（当該内容が日本産業規格Ｚ８２１０に定められているときは、これに適合すること。）。



別表第１３の８の項を次のように改める。 

 



８ 便所  ⑴ 多数の者が利用する便所の床面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。  

⑵ 多数の者が利用する便所の数及び配置は、次に掲げるものとすること。  

ア 次に掲げる集合住宅において、多数の者が利用する便所の数は、多数の者が利用する階（イに掲げる階を

除く。）の階数に相当する数以上設けること。  

 (ｱ ) 共同住宅のうち床面積の合計が１，０００平方メートル以上のもの  

 (ｲ ) 長屋、寮又は宿舎のうち床面積の合計が２，０００平方メートル以上のもの  

イ アの多数の者が利用する階として除くものは、次に掲げるものとすること。  

 (ｱ ) 直接地上へ通ずる出入口のある階であって、多数の者が利用する便所を一以上設ける施設が同一敷地内

の当該出入口に近接する位置にあるもの  

 (ｲ ) 多数の者が利用する部分の床面積が著しく小さい階、多数の者の滞在時間が短い階その他の建築物の管

理運営上多数の者が利用する便所を設けないことがやむを得ないと認められる階  

ウ 多数の者が利用する便所の配置基準は、特定の階に偏ることなく設けることその他の多数の者が利用する

上で支障がない位置に設けること。  

⑶ 多数の者が利用する便所には、次に掲げる車椅子使用者用便房（男子用及び女子用の区別を設ける場合にあ

っては、それぞれの車椅子使用者用便房）を設けること。  

ア 前号の規定により多数の者が利用する便所を設ける階（以下この項において「便所設置階」という。）に

おいては、当該便所のうち１以上（次に掲げる (ｱ )の場合にあっては、 (ｱ )に定める数以上）に、車椅子使用者

用便房を１以上設けること。ただし、車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支障がないものと

して次に掲げる (ｲ )の場合は、この限りでない。  

 (ｱ ) 当該階の床面積が１０，０００平方メートルを超える場合にあっては、当該床面積の区分に応じ、次の

Ａ又はＢに定める数。ただし、当該数が便所設置階に設ける多数の者が利用する便所（車椅子使用者用便

房のみを設けるものを除く。）の数を超える場合にあっては、当該多数の者が利用する便所の数とするこ

と。  

Ａ 便所設置階の床面積が１０，０００平方メートルを超え、４０，０００平方メートル以下の場合  ２  

Ｂ 便所設置階の床面積が４０，０００平方メートルを超える場合  当該床面積に相当する数に２０，０

００分の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数）  

 (ｲ ) 車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支障がないものは、次のいずれかに該当するものと

すること。  

Ａ 便所設置階が直接地上へ通ずる出入口のある階であり、かつ、車椅子使用者用便房を１以上（当該車

椅子使用者用便房に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれ１以上）設ける施設が



同一敷地内の当該出入口に近接する位置にある場合  

Ｂ 便所設置階の多数の者が利用する便所に設けるべき車椅子使用者用便房の全部又は一部を、当該便所

設置階以外の便所設置階の多数の者が利用する便所に設ける場合  

Ｃ 次のａ又はｂに掲げる便所設置階の区分に応じ、当該ａ又はｂに定める場合  

ａ 男子用の多数の者が利用する便所のみを設ける便所設置階  当該多数の者が利用する便所のうち１

以上（当該便所設置階の床面積が１０，０００平方メートルを超える場合にあっては、 (ｱ )に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、男子用の車椅子使用者用便房を１以上設け

る場合  

ｂ 女子用の多数の者が利用する便所のみを設ける便所設置階  当該多数の者が利用する便所のうち１

以上（当該便所設置階の床面積が１０，０００平方メートルを超える場合にあっては、 (ｱ )に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、女子用の車椅子使用者用便房を１以上設け

る場合  

Ｄ 床面積が１，０００平方メートル未満の便所設置階を有する建築物に、床面積が１，０００平方メー  

トル未満の階の床面積の合計に１，０００分の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた数）（１，０００平方メートル未満の便所設置階（車椅子使用者用便房のみを設  

ける多数の者が利用する便所のみを設けるものを除く。）の階数に相当する数を超える場合にあっては、

当該階数に相当する数）にア本文の規定により床面積が１，０００平方メートル以上の便所設置階に設

けるべき車椅子使用者用便房の数を加えた数（ (ｲ )Ａに規定する施設が (ｲ )Ａに規定する位置にある場合に

あっては、当該数から当該施設に設ける車椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用便房に男子用及び女

子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）の数を差し引いた数）以上の車

椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用便房（男子用の多数の者が利用する便所及び女子用の多数の者  

が利用する便所を設ける階に設けるものに限る。）に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、

それぞれの車椅子使用者用便房）を設ける場合  

イ 前号に定めるもののほか、多数の者が利用する便所を設ける場合には、当該便所のうち１以上は、車椅子

使用者用便房を１以上設けること。  

ウ 車椅子使用者用便房は、次に掲げる構造のものとすること。  

 (ｱ ) 腰掛便座、手すり等が適切に配置されていること。  

 (ｲ ) 車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十分な空間が確保されていること。  

⑷ 多数の者が利用する便所を設ける場合には、当該便所のうち１以上（男子用及び女子用の区別があるときは、

それぞれ１以上）は、次に掲げるものとすること。  



ア 便所（床面積の合計が１，０００平方メートル以上の場合に限る。）内に、高齢者、障害者等の円滑な利

用に適した構造を有するオストメイト対応汚物流し等の水洗器具を設けた便房を１以上設け、当該便房及び

便所の出入口には、その旨の表示を行うこと。  

イ 便所内に男子用小便器を設ける場合には、そのうち１以上を床置式の小便器、壁掛式の小便器（受け口の

高さが３５センチメートル以下のものに限る。）その他これらに類する小便器とすること。  



附 則 

１ この規則は、令和８年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ この規則による改正後の世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例施行規則の規定

は、施行日以後に行われる世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例（平成１９年３

月世田谷区条例第２７号）第１４条の規定による届出（以下「条例の規定による届

出」という。）に係る同条例第２条第２号に規定する生活環境の整備（以下「生活

環境の整備」という。）について適用し、施行日前に行われた条例の規定による届

出に係る生活環境の整備については、なお従前の例による。 


